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資 料 ２  小笠原航空路ＰＩ評価委員の選任について(案) 

資 料 ３  小笠原航空路ＰＩ評価委員(案) 

資 料 ４  小笠原航空路ＰＩ実施計画書(素案)の骨子  

参考資料１  小笠原航空路協議会設置要綱  

参考資料２  一般空港における新たな空港整備プロセスのあり方 (案)【国】 

参考資料３  小笠原諸島振興開発審議会意見具申【国審議会】 



 

小笠原航空路ＰＩ評価委員会設置要綱（案） 

 

 

（設置） 

第１条 小笠原航空路ＰＩ評価委員会（以下「評価委員会」という。）は、小笠原航空路協

議会（以下「協議会」という。）が設置する。 

 

（目的） 

第２条 評価委員会は、協議会が行う小笠原航空路のパブリック・インボルブメント（以

下「ＰＩ」という。）の手順や結果について評価、助言を行うことによりＰＩの透明性、

公平性、公正性を確保することを目的とする。 

 

（所掌事務） 

第３条 評価委員会は、前条の目的を達成するために次の事項について評価、助言を行う。 

(1) ＰＩ実施計画に関すること 

(2) ＰＩ実施期間中のＰＩ活動に関すること 

(3) ＰＩ実施結果に関すること 

 

（構成） 

第４条 評価委員会は、所掌事務の遂行に必要な有識者３名をもって構成し、委員の構成

は別紙のとおりとする。 

 

（第三者性） 

第５条 委員は、評価委員会の目的に照らし、特定の行政機関及び特定の利害関係者等の

利害を代表してはならない。 

 

（委員の任期） 

第６条 委員の任期は、評価委員会の所掌事務が完了するまでとする。 

 

（委員長） 

第７条 評価委員会には、委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により選任する。 

３ 委員長が職務を遂行できない場合は、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を代

理する。 

 

（評価委員会の運営） 

第８条 評価委員会は、委員長が招集し開催する。 

資料１ 



２ 評価委員会は、協議会に対し評価委員会の運営に必要な資料の提出を求めることがで

きる。 

３ 評価委員会は、必要に応じて委員以外の関係者の出席を求めることができる。 

 

（守秘義務） 

第９条 委員は、個人を識別させる情報や個人の権利利益を害する恐れのある情報などを

漏らしてはならない。また、その職を退いた後も同様とする。 

 

（委員会の公開） 

第１０条 評価委員会は、特段の理由がある場合を除き、原則として公開とする。 

 

（事務局） 

第１１条 評価委員会の事務局は、東京都に置く。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めのない事項は、その都度審議して定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２０年○月○日より施行する。 



別紙  

 

 

小笠原航空路ＰＩ評価委員会委員 
 

氏 名 所属等 

  

  

  

（順不同・敬称略） 

 



 

 

 

小笠原航空路ＰＩ評価委員の選任について(案) 

 

 

東京都と小笠原村で構成する小笠原航空路協議会（以下｢協議会｣という。）は、小笠原航

空路ＰＩ評価委員会（以下｢評価委員会｣という。）の委員を、下記のとおり選任する。 

 

 

記 

 

 

１ 選任の考え方 

協議会が候補者を選定し、協議会を構成する行政機関の長(東京都知事)が委嘱する 

 

２ 必要な要件 

評価委員会の委員に必要な要件は、次のとおりとする 

 

(1) 評価委員会設置要綱第２条の目的の達成に必要な以下の専門的知識を有すること 

① 行政手続に係る法制度について専門的知識、知見を有する者 

② 航空行政について専門的知識、知見を有する者 

③ マス・コミュニケーションに関する専門性を有する者 

 

(2) 中立性 

小笠原航空路ＰＩの実施主体及び小笠原航空路の事業主体の関係者でないこと 

資料２ 



 

 

小笠原航空路ＰＩ評価委員(案) 
 

１．行政手続に係る法制度について専門的知識、知見を有する者 

山内 弘隆（ヤマウチ ヒロタカ） 

・生  年 昭和 30(1955)年 53 歳 

・最終学歴 慶應義塾大学大学院商学研究科博士課程修了 

・現  職 一橋大学大学院商学研究科研究科長兼商学部学部長 

・専門領域 交通経済学、公共経済学、公益事業論 ほか 

・略 歴 等 交通政策審議会 委員 

 内閣府物価安定政策会議 委員 

 内閣府民間資金等活用事業推進委員会 委員 

 財務省財政制度等審議会国有財産分科会 臨時委員 

 社会資本整備審議会 専門委員 

 日本交通学会 理事 ほか 
 

２．航空行政について専門的知識、知見を有する者 

阿部 雅昭（アベ マサアキ） 

・生  年 昭和 10(1935)年 73 歳 

・最終学歴 東京大学法学部卒 

・略 歴 等 ○元運輸省 航空局 飛行場部長・次長 

 ○元  〃  地域交通局長 

 ○元首都圏新都市鉄道株式会社 社長 ほか歴任 
 

３．マス・コミュニケーションに関する専門性を有する者 

鍛治 壯一（カジ ソウイチ） 

・生  年 昭和 05(1930)年 78 歳 

・最終学歴 東京大学教養学部卒 

・現  職 航空評論家 

・略 歴 等 ○元毎日新聞東京本社社会部 編集委員 

 財団法人日本宇宙少年団 理事 

 航空運航システム研究会 常務理事 ほか 

 

資料３ 



小笠原航空路ＰＩ実施計画書(素案)の骨子 

 
 
１．パブリック・インボルブメント（ＰＩ）導入の経緯 
（１）ＰＩとは 

・わが国の財政が逼迫するなか、新しい空港の整備をはじめ、公共事業は真に必要な
事業のみを効率的に実施することが求められているためＰＩが導入された。 
・ＰＩ（パブリック・インボルブメント：Public Involvement）とは、政策の立案段
階や公共事業の構想・計画段階から、住民が意見を表明できる場を設け、そこでの
議論を政策や事業計画に反映させる手法である。 

 
（２）ＰＩ導入の経緯 

・空港の整備事業にＰＩが導入されたのは、国土交通省航空局が「一般空港の滑走路
新設または延長事業に係る整備指針（案）」及び「一般空港の整備計画に関するパ
ブリック・インボルブメント・ガイドライン（案）」を公表したことにはじまる。 
・小笠原航空路の開設に向けた取組においても、ＰＩを導入し、積極的な情報提供と
幅広い意見収集を行いながら取り組む。 

 
２．ＰＩ活動の基本的な考え方 
（１）小笠原航空路ＰＩの特徴 
・小笠原諸島は、東京から南に約１千 km離れた太平洋上にあり、本土との交通は概ね
６日に１便就航する船舶で、往来に要する時間は片道約２６時間に及ぶ。 
・小笠原諸島は、亜熱帯の美しい自然と動植物の宝庫で、天然記念物や小笠原諸島に
しか存在しない動植物も多く生息しており、東京都は小笠原諸島の自然を次世代に
確実に引き継ぐため、世界自然遺産への登録を目指している。 
・小笠原航空路の実現に向けた取組みは、とくに小笠原諸島の自然環境への影響に充
分配慮しながら進める必要がある。 

 
（２）基本方針 

・小笠原航空路開設に向けた検討のプロセスの共有に努める 
・小笠原航空路開設のＰＩ活動は、各種調査･検討を継続し段階的に実施する 
・小笠原航空路開設に向けた構想・計画案を提示し、その情報を共有し意見を聞くこ
とで、その後の事業主体の意思決定に役立つよう実施する 
・ＰＩ活動の充分な周知広報により、わかりやすい情報が、誰でも簡単に入手できる
よう努める 
・透明性を確保し、中立的な立場で公正なＰＩ活動を実施する 
・適切な時間管理のもとにＰＩ活動を実施する 

 
 

資料４ 



３．ＰＩ活動の実施体制 
（１）ＰＩ活動に係る主体と役割 

・小笠原航空路の実現に向けた事業の実施主体は東京都であり、事業の実施に係る意
思決定は東京都が行う。 
・ＰＩ活動は小笠原航空路協議会が実施し、その活動は小笠原航空路協議会が設置し
た第三者機関「ＰＩ評価委員会」により、評価・助言を受けながら進める。 

 
（２）ＰＩ評価委員会の設置 

・ＰＩ評価委員会は、小笠原航空路協議会が実施するＰＩ活動を客観的な立場から監
視するために設置し、委員は、ＰＩ活動に必要とされる専門知識を有するとともに、
中立的、客観的な考えを持つ有識者である。 

 
４．小笠原航空路開設に向けたプロセス 
（１）小笠原航空路開設に向けた検討の流れ 

・ＰＩ活動は、事業主体が小笠原航空路の事業化に取り組む前に実施され、ＰＩ活動
の結果によっては、事業主体は構想・計画案を見直す場合がある。 
・ＰＩ活動が終了し、事業主体が事業実施を意思決定する場合には、ＰＩ活動による
民意の反映のほか、政策的な判断や技術的な判断など、総合的な判断の下に行われ
る。 
・空港が開港するまでには、環境影響評価や航空法等各種法的手続きがあり、工事期
間中に事業の再評価が実施される場合がある。 

 
（２）ＰＩ活動の流れ 

・ＰＩ活動は、「ＰＩ実施計画書」に基づいて実施する。 
・小笠原航空路のＰＩ活動は、各種調査・検討を継続し段階的に実施することにして
おり、「構想段階」、「施設計画段階」の２段階（２ステップ）で実施する。 

 
５．ＰＩ活動で提供する情報内容 
（１）各ステップにおけるＰＩ活動の実施目標 

・ＰＩ活動の実施目標を２つの段階ごとに定める。 
①小笠原航空路開設の必要性や航空路開設案について調査・検討し、その情報をＰ
Ｉ対象者と共有し、ＰＩ対象者の意見を把握すること 

②小笠原航空路開設案の施設計画について調査・検討し、その情報をＰＩ対象者と
共有し、ＰＩ対象者の意見を把握すること 

 
（２）各ステップにおける想定される論点 

・構想段階と施設計画段階について、想定される論点は根拠資料とともに、分かりや
すく解説した冊子等にとりまとめ公表する。 
①構想段階 
小笠原航空路開設の必要性や費用対効果は妥当か など 



②施設計画段階 
施設計画の規模は適切か など 

 
６．ＰＩ活動の実施手法 
（１）ＰＩ活動の実施時期及び期間 

・ＰＩ活動の実施時期は、ステップ１を平成２０年度末に開始し、ステップ１の終了
後、ステップ２を実施する予定。 
・意見の集計・分類や対応方策の検討、さらにＰＩ評価委員会からの評価・助言をう
けてＰＩ活動の終了判断をし、結果を公表する流れが基本となる。 
・ＰＩの実施目標を達成するため、意見に対する対応方策を示したのち、その対応方
策に関する意見を募集するというサイクルを複数回繰り返すことがある。 

 
（２）ＰＩ活動の手法 

・ＰＩ活動における周知、情報提供手段、意見収集手段の具体的な内容は、適宜検討
し、ＰＩ評価委員会の評価・助言を受けて決定する。 

 
７．収集した意見の取扱い 

・ＰＩ活動では「個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）」及び｢東京
都個人情報の保護に関する条例（平成２年条例第 113 号）｣を遵守する。 

・意見は、内容別に分類・整理して公表するが、個人が特定されるような情報は除き、
ＰＩ活動の目的以外には使用しない。 

 
８．ＰＩ活動の終了の判断 

・ＰＩ活動の実施主体である小笠原航空路協議会は、各ステップで設定したＰＩの実
施目標が達成されたと判断したのちに、ＰＩの活動結果をＰＩ評価委員会に報告す
る。 
・ＰＩ評価委員会から評価・助言をうけ、その対応も含めてＰＩ活動の終了が了承さ
れた段階でＰＩ活動は終了する。 
・一連の過程は、各ステップのＰＩ実施報告書としてとりまとめ、公表する。 

 



小笠原航空路協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 小笠原諸島における本土との間の航空路開設についての検討を進めるにあたり、

関係者間の円滑な合意形成を図ることを目的として、小笠原航空路協議会（以下「協議

会」という。）を設置する。 

 

（協議内容） 

第２条 協議会では、次の事項について協議する。 

（１）小笠原諸島における航空路に関すること 

（２）パブリック・インボルブメント（以下「ＰＩ」という。）の円滑な実施に関すること 

（３）その他 

 

（構成員） 

第３条 協議会の構成員は、別紙のとおりとする。 

 

（会長） 

第４条 協議会には会長を置き、東京都総務局長がこれにあたる。 

 

（招集） 

第５条 協議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、必要に応じて構成員以外の者の出席を求めることができるものとする。 

 

（小笠原航空路ＰＩ評価委員会） 

第６条 協議会には、別途小笠原航空路ＰＩ評価委員会を設置する。なお、小笠原航空路

ＰＩ評価委員会の要綱は別に定める。 

 

（協議会の公開） 

第７条 協議会は、原則として公開とする。 

 

（事務局） 

第８条 協議会の事務は、東京都総務局行政部振興企画課で処理する。 

 

（その他） 

第９条 その他、協議会運営に必要な事項は、協議会が定める。 

 

附 則 

  この要綱は、平成２０年２月６日より施行する。 

 

 

参考資料１ 



別紙 

 

小 笠 原 航 空 路 協 議 会 委 員 

 

 

東京都 総務局長 

東京都 港湾局 技監 

東京都 知事本局 政策部長 

東京都 都市整備局 参事(航空政策担当) 

東京都 環境局 環境政策担当部長 

東京都 環境局 自然環境部長 

東京都 港湾局 離島港湾部長 

東京都 港湾局 島しょ・小笠原空港整備担当部長 

東京都 総務局 行政部長 

東京都 総務局 多摩島しょ振興担当部長 

東京都 小笠原支庁長 

小笠原村長 

小笠原村議会 議長 
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